
会計年度任用職員制度について

総務部 職員課

Ｒ1.７.17 臨時部長会議
総務部職員課
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① 長時間労働の解消

【臨時・非常勤職員の現任用制度の課題】
①一般的な事務職員も「特別職」で任用
※特別職は地方公務員法非適用のため、守秘義務等が課されない。

②採用方法等が明確に定められていないため、一般職非常勤職員としての
任用が進まない。

臨時・非常勤職員の適正な任用・勤務条件の確保のため、地方公務員法等を改正し令和２年
4月1日から施行。

非常勤職員の種類 等 H31.4.1

①
特別職非常勤職員
（地公法３条）

地域おこし協力
隊、ALT 等

570人

②
臨時的任用職員
（地公法22条）

療休代替、繁忙
期対応職員（市
民税課） 等

95人

③
一般職非常勤職員
（地公法17条）

嘱託職員
パート職員

1,113人
953人

制度移行後

専門性の高い者等に限定

「常勤職員の欠員が生じ
た時」に限定

会計年度任用職員を新設
し移行

１ 制度改正の概要

【処遇の改善】
会計年度任用職
員：期末手当等
の支給が可能な
制度に見直し

【処遇の課題】
労働者性の高い
非常勤職員に期
末手当等の支給
ができない。
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① 長時間労働
の解消

２ 法施行後の常勤・非常勤の職と「会計年度任用職員」の位置付け

会計年度任用の職

移行前 移行後

フ
ル
タ

イ
ム

パ
ー
ト
タ
イ
ム

会計年度任用職員
（フルタイム）

会計年度任用職員
（パートタイム）

期末手当

退職手当

特殊勤務手
当等

地域手当

共済加入

期末手当

特殊勤務手
当等

地域手当

共済加入

兼業可能

臨時職員（育児休業法６条）
育休代替

臨時職員（地公法２２条）
療休代替
繁忙期対応

嘱託職員（地公法１７条）
フルタイム勤務

パート職員（地公法１７条）
１日５時間４５分勤務
週３日勤務等
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３ 長野市の方針
４

（１）フルタイム・パートタイム会計年度任用職員の基本的な考え方（案）
（以下「フルタイム」「パートタイム」という。）

正規職員との同一労働性
正規職員と同等の業
務量（勤務時間・日
数）の必要性

主な職種 区分

高
い

・資格に基づく雇
用で正規・非正規
によって業務内容
に差がつけくい。

有資格
の専門
職 等 あり

なし

保育士、保育教諭、看護師
（診療所、保育園）、保健師
ほか フルタイム

パートタイム

低
い

・正規職員がいな
い職種のため、同
一と判断する比較
対象がない。

若しくは、

・正規職員と非正
規職員で業務、作
業内容を分けてい
る。
正規職員代替配置
の場合でもそのま
ま業務を担任させ
るのではなく、非
常勤用に業務を切
り出している。

施設管
理者
等

消費生活センター所長、保健
センター所長 ほか

中国帰国者援護事務、国際交
流特別専門員 ほか

有資格
の専門
職（正
規職な
し・差
あり）

看護師（健康課）、手話通訳、
消費生活相談員、ほか

その他 事務補助 ほか
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（２）勤務時間・日数の取扱い

※ 勤務時間の選択肢の幅を広げ、働き方改革に繋げるとともに、社会保険に加入

しない勤務条件を設定する。

フルタイム パートタイム

現行（嘱託・臨時） 会計年度任用職員 現行（パート） 会計年度任用職員

勤務
時間
／日

７時間45分 ７時間45分
5時間45分

ほか
①７時間45分
②１～７時間15分

勤務
日数
／月

21日以内
2月、8月は17日

正規に同じ 21日以内
①１日～17日以内
②１日～正規に同じ
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（４）給与水準の取扱い

国のマニュアルの趣旨を踏まえ、正規職員の給料表への格付けを原則とし、
現行賃金額の直近上位の号俸に格付けする。

（３）給付関係の取扱い

フルタイム パートタイム

給付

給料、旅費、地域手当、初任給調整手
当、通勤手当、特殊勤務手当、時間外
勤務手当、宿日直手当、休日勤務手当、
夜間勤務手当、期末手当（６カ月以上
任用の場合）、退職手当（常時勤務が
月１８日以上６ヵ月以上）、

報酬、費用弁償、期末手当（６カ月以上任
用の場合）、地域手当、初任給調整手当、
特殊勤務手当、時間外勤務手当、宿日直手
当、休日勤務手当、夜間勤務手当に相当す
る報酬を支給

総務省の『会計年度任用職員制度の導入等に向けた事務処理マニュアル』
（以下「マニュアル」という。）の趣旨を踏まえた給付を行う。
（下線部：新たに追加）
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（６）期末手当の取扱い

移行時は以下の支給割合とし、将来的にはマニュアルの趣旨を踏まえ、正
規職員と同様の支給割合（２.6月分）となるよう、引き上げを行う。

フルタイム パートタイム

現行（嘱託）
会計年度任用職員

（嘱託、臨時からパート
に移行した職員を含む）

現行（臨時・パー
ト）

会計年度任用職員
（週29時間未満）

支給割合
（年）

1.5月 1.5月
最大56,200円
（0.4月程度
事務職）

0.5月

（５）職歴加算の取扱い

現在、職務経験を考慮し給与設定している保育士、看護師、窓口専門事務
のほか、制度移行に伴い、フルタイム会計年度任用職員に移行する職種に
ついては、職歴加算を考慮する。
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【基本的な考え方】 国のマニュアルの趣旨を踏まえ、国の非常勤職
員との権衡の観点から、原則として国の制度に合わせる。

（７）休暇等の取扱い

◆年次休暇については、激変緩和措置として現行のとおり20日（週29時間
未満の場合は10日）を任用当初から付与し、国と同様に繰越しを設ける。
給付制度が国の制度と同程度になった場合に休暇等の見直しを行う。

◆短期介護休暇、子の看護休暇については、任用当初からの付与とする。

◆夏季休暇、人間ドック休暇の代替として、健康増進休暇（有給３日）、
療養休暇（簡易療休5日分を含む。）の代替として感染症等休暇（有給３
日）を新たに設ける。
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年度 月 内 容

令和元

６月 職員労働組合との団体交渉（妥結 ６月28日）

７月 ９月議会（８月開催）に条例議案の提出

８月
所属長への説明会実施

各所属による概算予算要求

10月
選考基準、選考方法の決定

各所属による本予算要求

1月 募集・選考

令和２ 4月 採用

４ 今後のスケジュール


